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豊 福 裕 二
は じ め に
アメリカの住宅政策を他の先進諸国と比較 した場合,し ばしばアメリカの特
徴として指摘されるのが,.市場 メカニズムに依拠 した持家政策の重視 と,そ の
裏返 しとしての公共住宅政策の副次的性格である。例えば平山洋介は,1卜産階
級向けの持家政策と低所得者向けの政策とが区分 され,前者が主流 となり後者
が残余的な位置に押 しとどめられる構造 を 「分割主義」 と呼び,それをアメリ
カの住宅政策の基本的な性格であるとしているD。また広原盛明は,欧米諸国
の住宅政策を,住宅政策の主たる目的(「社会安定」 と 「資本蓄積」)と介入の
程度(「積極」と 「消極」〉 とを指標 として類型化するなかで,アメリカを 「積







1)半 山洋介 「アメリカの住宅政策1(小土徹 ・大場茂明 ・檜谷美恵子 ・平 山洋介 「欧米 の住宅政
策」 ミネルヴ ァ書房,1999年,第4章}24】ペ ージ。




ソ ン政 権 期 は,い わ ゆ る 「貧 困戦 争(war・np・verty)」や 「偉 大 な社 会
(TheGreatSociety>」のスロー ガ ンの もとに,貧 困問題 の解決 に向 けたさ ま
ざ まな取 り組みが行われ た時期であ り,住 宅政策において も,低 所得者向 け住
宅助成が大 幅に拡充 され るなど,社 会政策的な 目的を一定重視す る傾向が見 ら
れたか らである。 したが っ.て,アメリカの住 宅政策の性格 を理解す るため には,
条件のいかなる変化が,ジ ョンソン政権期 において社会政策的側面の重視 を可
能 と したのかが明らか にされねば ならない。
本稿 の課題 は,以 上 のような視角か ら,ジ ョンソン政権期 にお ける低所得 者
層向け住宅助成 の展 開過程 を考察 し,そ れによ って同時期 の住宅政策の性格 を
明 らかにす るこ とにある。.以ドでは,ま ず ジョンソン政権期 の位 置づ けを明確
にするために,戦 後 の住宅政策の基本的性格 を概観 し,次 にそれ との連続性 あ
るいは断絶性 を意識 しなが ら,第n節 においてジ ョンソン政権期の住 宅政策 の
形成過程 を跡づ け,第m節 でその成果 と限界 につ いて考察す る。
なお,表 題 の 「偉大 な社会」期 とは,通 常 ジ ョンソン政権期 を指 すが,本 稿
が主たる分析対象 にす る1968年住 宅 ・都市 開発法 は,現 実 にはニ クソン政権期




アメ リカにおいて住宅政策の基本 目標が確立 され,連 邦 政府 におけ る住宅政
策 の位置 づ けが明確 に され るのは,第 二次大戦 後 の1949年住 宅法(Housing
Actof1949,以下1949年法 と略す)に おいてであ る。 同法 に もとづい て策定 さ
れた全 国住 宅 目標 〔nationalhousingohjectives)は,その後 の住 宅 関連立法
におい ても絶 えず再確認 され,.今日なおアメ リカの住 宅政策の基本 目標 と.され
ている ものであ り,戦 後 の住 宅政策 の基本理念 を示 してい るζいえる。






リ カ の 住 宅 政 策 の 目 標 と して,次 の よ う に 述 べ て い る 。
「議会は ここに,国 家の全面 的な福祉 と安全,国 民の健康 と生活水準 の確
保のため には,深 刻 な住宅不足 を解消す るの に十分な住宅 生産 と,そ れ に
関連す るコ ミュ.ニテ ィ開発 を行 うこと,ス ラムお よび荒廃地域 のク リアラ
ンスによ って標準以.ドあるい は不適切な住宅を除去す る こと,さ らにすべ
て.のアメ リカの家族 に対す る快適な住 宅 と適 切な居住環境 の提供 とい う目
標 を,で きる限 りすみやか に実現す ることが必要で あ り.そ れ こそが,コ
ミュニテ ィの開発 と再開発お よび国家の成長,富,安 全の増進 に寄与す る
ものであることを宣言す る。」3}
これは,住宅政策の目的が国民の健康 と福祉の増進にあること,そ レてその
ために,あ らゆる国民 に対 して一定の居住水準を保障すべきことを宣言 したも






ここで い う 「最大限の雇用.と生産 と購買力 に もとつ く経済」が,ユ946年雇用
法 の規定 を意識 してい るこ とは明 らかであ るコ〕。つ ま りこれ は.,住宅政策 の も




.5)1946年雇 用 法 は,そ の 条 文 に お い て,「 最 大 限 の雇 用 と生 産 と購 買 力 を促 進 す る こ とが 連邦 政
府 の継 続 的 政 策で あ り,責 任 で あ る」 と規 定 して い る。 こ の点 につ い て は,野 間俊 威1経 済運 営
の 特 性 」 〔占米 淑 郎 編 『第 「 次 大 戦 後 の ア メ リ カ経 済 』1974年,ミ ネ ル ヴ ァ書 房,第2章)25
ペ ー ジ を.参照 。
「偉大な社会」期アメリカの住宅政策(415>75
完全雇用経済 の促進 とい う経済政策的な役割 が意識 され ていた ことを意味 して
い る。 この点 は別 の箇所で も しき りに強調されてお り,例 えば住宅]標 を達成
す るため に採用 され るべ き政策 として,「全体 の需 要の大部分がで きる限 り民
間企業 によって満た され るよ う奨励す るこ と」や,「民 間企業が その 目的を果
たせ るよ う政府の支援が行われ ること」があげられている6〕。
以 上のよ うに,戦 後の住宅政策は,少 な くとも理念 としては,国 民の居住水
準 におけるナシ ョナル ・ミニマ ムの保障 とい う社会政策的 な目標 を掲げ ること
にな った。だが,同 時 にその実現のための手段 として,民 間企業の能力 を最 大
限活用す る ことが明記 された ことは:,次に見 るよ うに,そ の目標 自体の事実上
の形骸化 を もた らす ことにつなが った。
戦後の住宅政策の展開と住宅問題
戦後 の住宅政策で は,住 宅 目標の実現 に向けて次 のような施策が展開 された。
その第..一は,民 間の住宅モーゲー ジ(抵 当融 資)に 対す る信用保証であ る。 こ
政 府 系 機 関 で あ る 連 邦 住 宅 庁(FederalHousingAdministration:
FHA)や 退役 軍 人庁(Veteran'sAdministration:VA)が元 利 の支払 い を保
証す る ことによ り,.金融機関の融資を促 進 し,持 家 の取得 を促す もので,戦 後
の住宅政策.の基本 となった。第二は,低 家賃公 共住宅 プログラムで.,地方政府
の設立 した公共住宅庁(PublicHousingAuthority:PHA)が,低所得 者向 け
に低家賃 の公共住宅 を建設 し,そ の建設資金 を連邦政府が負担す るものであ る。
1949年法で は.6年 間で81万戸,年 間平均13万5,000戸の建設権限がPHAに.
双 方 の 施 策 嫁 相 互 に 矛 盾 す る こ と な く,全 体 と し て 住 宅 目 標 の 実 現 に 寄 与
す る は ず で あ っ た が,現 実 に は 次 の よ う な 問 題 が 生 じ た 。
第 一 に,民 間 部 門 に よ る 住 宅 供 給 が 基 本 と さ れ た こ と に よ り,事 実 上,低 所
得 者 層 に 対 す る 住 宅 供 給 が 排 除 さ れ る こ と に な っ た 。FHAは,住 宅 モ ー ゲ ー
U、S.Congress,ConferenceR叩【,rt,U.S.House,op.ac.,PP一ユー2.
76(416)第165巻 第5・6号
ジ に信 用 保 証 を行 う際,融 資 対 象 とな る事 業 の経 済 的健 全 性 〔economic
soundness)を条件 と していた ため,民 間部門の住 宅開発 において,低 所 得者
層 及び黒 人層が集 中す る リスクの高い都心部 よ りも,白 人 中間層向 けの郊外開
発 を優先 しが ちであ った。その結 果,白 人 中間層の郊外への流出が進む一方,
開発から取 り残された都心部の居住環境はいっそう悪化し,ス ラム化が進行 し
た。1949年法 で は,ス ラ ム除 去 を 目的 と して新 た に都 市再 開発(urban
redevelopment)事業 が創 設された もの の,再 開発 ゐ結果,低 所得者層 向 け住
宅 が高級 アパー トや商業用不動産に転換 されるケ」スが大半で,こ う した住宅
か ら追 い出 された貧 しい人たちが移転 先で新 たにスラムを形成す るな ど,低 所
得者層 の居住環境の改善にはむ しろ逆効果であ ったη。.
第二 に,低 所 得者層 向けの住宅供給 を行 うべ き公 共住 宅 プログ ラムは,50年
代を通 じて後退 の.・途 をたどった。公共住宅の建設 に対 しては,民 間住 宅建設
と競合 する もの として,住 宅建設業者や不動 産業者,金 融機関 などが強 く抵抗
し,と りわけ住 宅建 設業 者の業界団体 である全米住宅建 設業者協 会(National
AssociationofHomeBuilders:NAHB)などは,建 設計 画の縮小 に.向けて積
極的な ロビー活動を展 開 した。 また,公 共住 宅の建設 を実際 に認可す.る地方 自
治体 レベルでは,政 治 的には総 じて保守的な中間層 の意向が強 く反映され るた
め;黒 人 中心 の低所得者層 向け公共住宅 には,自 ず と抵抗 が強か ったah。その
結 果,1949年法 において は年 間13万5,000戸の建設権 限が付 与さ.れた ものの,
それ は1950年には7万5,000戸,1951年には5万 戸,]953年には3万5,000戸へ
と縮小 され,実 際 の公共住宅の新規着工戸数は,1957年には約1万 戸 にまで落
ち込 む ことにな った%
7}こ の 点 に つ い て は ・臨 曲A・d・ ・s。・,Tゐ励 画 ・'β・`肋蹴 一ACriticalAnalysisofUrban
R劔 ㎜41、%2-1962rMITPre8s,1964.〔柴 田徳 衛 ・宮 本 憲一 監 訳r都 市 再 開 発 政 策 その
批 判 的 分 析』 鷹 島 出版 会,1971年),に 詳 しい 。
8).公共 住 宅 を め ぐる以 上 の よ うな 対 立 に つ い て ,詳 し くは,平 山,前 掲 論 文,268-275ペー ジを
参 照 。
9〕Bar・yCheck・w・y,唱唱L・g・B・ild・・,,Fed・田H・u・u,v.。9,。m、,。。dP。、,w、lrS。bib。曲.
ti・・"i・C舩 　!袖 垣 ・'ピ… ・ 厚　 略 ・d.byRachelc.B・a・t.Chest・・H・㎜ 。n,AnnM。y。.
son,Temple.UniversityPress,1986,p.128.
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以一ヒのよ うに,60年代 以前 の住宅政策 において は,民 間部門の最大限の活用
と,低 所得者層 に対す るナシ ョナル ・ミニマ ムの保障 とが しば しば対立 し,た
いていは後者 を犠牲 にす る方向で調 整が 図 られ た。 しか しその結果,住 宅B標
は事実...ヒ形骸化 され,低 所得者層 の居住環境 は悪化の一途 をた どった。
11ジ ョンソン政権期の住宅政策
1「偉大な社会」と住宅政策
60年代 に入る と,ア メ リ.カでは貧困問題 に対す る社会的関心が急速な高ま り
を見せた。周知のよ う..に,1962年にM.ハ リン トンが著 した 『もう一つの アメ
リカ』1砂)を直接 的な契機 と して,い わ ゆ る 「貧困の再発 見」が進 み,貧 困の実
態 をめ ぐる論議が盛 んになる一方,公 民権運動 に代表 され るよ うな,黒 人層及
び低所得者層 自身による差別 と貧困の実態 の告発 と,そ れ らの解消 に向 けた下
か らの運動 が展 開され てい った。その結 果,連 邦政府 もこれ らの問題 を重要視
せざ るをえな くな り,ケ ネデ ィ政権 と,そ の課題 を引 き継 いだ ジ ョンソ ン政権
の もとで一定の政策 的対応が なされ ることにな った。 その代表的事例が1964年
の公民権法 と経 済機 会法で あ り,そ れ らの理 念を表 した 「貧困戦争」 と 「偉大
な社会」計 画で あ った。
この ような社 会的背景 の もとで,住 宅政策の性格 に も二定 の変化が生 じた。
そ の象徴 的な現 れが,「偉大 な社 会」 の宣言 を受 けて制定 された1965年住宅 ・
都 市 開発 法(HousingandUrbanDevelopmentActof1965)と,同法 に も .
つ く住宅 ・都市 開発省.(DepartmentofHousingandUrbanDevelopment)の
創設であ る。
住宅政策や都市 開発政策 を統括す る省庁を設立 しようとする動 きは,ケ ネデ ィ
政権期 においてすで に見 られ るもので あ り,ジ ョンソ ン独 自の着想で はない1㌔
10)MichaelH,,,mgton,ThrOtherAmerica,YqtyintheUnitedState∫,MacmillanCompany,
1962.〔内 田 満 ・青 山 保 訳 『も う一 つ の ア メ リカ」 日本 評 論 社,1965年〕D
11)初 発 の も の と し て は,1961年.に,ケ ネ デ ィ に よ っ て 都.市問 題 及 び 住 宅 省(Depart・nenこof
UrbanAffairsandHo■15ing).の創 設 が 提 案 さ れ て い る。 この 点 につ い て は,U.S.Cり㎎ ■じss,/
78(418)第165巻 第5・6号
む しろジ ョンソンの独 自性 は,「偉大 な社 会」計 画の一環 と しての位置づ けを
与 えた ことにあった。同省の設置を求めた 「中心都市 とその郊外 の問題及び将
:来に関す る大統領教書」のIlIで,ジョンソンは次 のように述べてい る。
「この教書 は,ア メ リカの都市 における生活水準の向.ヒをめ ざした努力の
一環 としてのみ扱われるべ きである。雇用 の創造,貧 困 に対 す る闘い,教
育 と健康の支援,環 境保全 と公害 防止 のための プログラムな.どはすべ て,
偉大な社会の実現の基盤 となる偉大 な都市 を創造す るための努力 の一部で
あ る。」'2}
このように住宅 ・都市開発省は,理念としては住宅政策の社会政策的な位置
づけを高める契機 として準備されたものであった。しか しなが ら,法案の審議
過程においては,そ の位置づけを巡ってさまざまな修正が加えられた。







定 したものにほかならなかった。 しか しそれは,60年代以前に見 られたように,
経済政策的な目的と社会政策的な目的 との二律背反を招 く可能性を孕んでいた。
＼ReportoftheCo㎜ittee。nGo,,㎜enしOperad。ns,U.S.Se鷹 島 吻 踊 ㎜ 綿 正砂 副 一









60年代以 前においては,社 会政策的な施 策 として公共住宅,経 済政策的な施
策 として民 間住宅 の供給が位 置づ けられ,両 者 は対立す る関係におかれていた。
これ に対 し.ジ ョンソ ン政権期 においては,当 時の世情 を反映 して社 会政策的
な住宅供給 に民間部 門を活用す る ことで,両 者の統合が図 られた。す なわ ち,
民間部門が低所得者層 向けに市場 価格 よ り安 く住宅を供給 し,市 場価格 との差
額 を連邦政府が負担す る とい う,間 接供給 方式が導 入されたので ある。
このよ うな間接供給方式 と して,具 体的には次 のようなものがあ る。すなわ
ち1民 間金融機関が市場金利 以 下での低利 融資 を行 い,そ の市場 金利 との差額
を連邦政府が負担す る方式(利.了補 給)や,通 常の民間賃貸住 宅を低所得者層
向 けに活用 し,家 賃 の ・部 を連邦政府が支給す る方式.(家賃補助)な どで ある。
第1表 には,60年代 に創設 された,こ の ような方式 の主 なプ ログ ラムを掲 げて
あ る。 この.うちセク ション221(dX3)(住宅法の第221条の(a〕の(3順に規定 されて
いるプログラムであ ることか ら,一 般 に このよ うに略称 され る。以下 も同様。).
は,山 足の配当制限つ きなが ら,民 間営利企業 の参加 を認めた最:初の プログ ラ
ムで.ある。
また,同 じ第1表 に示 され てい るように.,こ うした民 間部 門の活用は,従 来.
の公 共住宅 プログラムに も適用 され ることにな った。1965年には民間賃貸住 宅
を公共住宅 として借 り上げ るIJ一ス方式が導入 され,1967年には,地 方住 宅公
社が民 間の住宅の提案 を募集 して最 良の プロ ジェク トを選択 し,完 成後 それ を
公共住宅 と して買 い上 げる ター ンキー方式が尊人された。 これ によって通常 の
公共住宅 プログラムが廃止 されたわ けではなか ったが ,70年代初頭 には,リ ー
.ス及び ター ンキーの両方式の占める割合は約7割 に達す るなど,公 共住 宅 プロ
グラム自体の民活化が進んだ。
ところで,こ の ような民 間部 門の活用 の背景 には,主 として以下 のよ うな3
つの要因が伏在 していた。
その第一は,公 共住宅 自体の質の悪化 であ る。公共住宅 プロケラムは,さ ま
80(咀20〕 第165巻 第5甲6.号













































注:セ クション番号 は,.をの事業が規定されている1949年住宅法 の条項番号。
1.中所得世帯」 とは,低 家賃公共住宅 の所得 ヒ限 は超 えるものの,民 間市場での住宅購 入の
困難 な所得 階層の世帯 を指す。

















ざまな反対運動 によって建 設 コス トを制限 され,低 水準 にとどま ることを余儀
な くされた うえ,低 所得者層 の集 中によってそれ 自体 がス ラム化す るケー.スも
多か った。 このためr低 所得者層 を空間的に分散 す る意味で も民 間住宅の活用
が求め られたので ある。
第二 は,住 宅建設業者 によるロビー活動 の変化であ る。住宅建設業者 の業界
団体で あるNAHBは,そ れ まで公某住宅 を批判す る側の急先鋒で あったが,
.60年代 半ば には,ジ ョンソン政権 の 「偉 大な社会」計画 に対 して賛意 を示す姿
勢 に転 じ,同 計 画を積極 的に活用す るスタンスを とるよ うになった。 この背景
には,住 宅価格 の高騰 による一.一戸建 て住宅需要の低迷 と,賃 貸住宅需要の増加
があ った と考え られ る。 実際,1965年の家賃補給.プログ ラムの新 設な どは,
NAHBに よる積極的な ロビー活動 の成果であ った といわ れている固。
14)WilliamLill・yIII・』Tト・H・m・b・ 」ld・'・㎞hl・ジ'b頚 　 '・。 こ1加 鴻 漁 、萌,d, ,by.」。。/
. 血.
「偉大な社会」期アメリカの住宅政策.(421)81
第三 は,ア メリカの主要大企業 による,不 動産開発 及び住 宅建設へ の進 出で
あるQ第2表 は,6θ年代 半ばか ら70年代初頭 にか けての主要企業 の動 向を示 し
たものであ る。それに よる と,あ りとあ らゆ る業種 の企業 が,こ の時期 に相次
いで不動産開発や住宅建設 に.参入 してい ることがわか る。その直接 的な進 出動
機 は企業 によってさまざまで ある.が1b},共通の動機 と して,都 市 ・住宅問題へ
の社会的関心の高ま りとともに,60年代後半か ら70年代 に急増 した,戦 後 のべ
ビーブーマーの新 世帯 形成 に伴 う潜在的 な住宅需要の拡大が見込 まれ た ことは
確かであ ろう。そ して住宅産業 に ビッグビジネスが参入 しだ した ことは,次 に
見 るように.,住宅政策 の形成過程 に も重要な変化を もた らす ことにな った。
3カ イザー委員会と1968年住宅 ・都市開発法
.民間部 門を活用 した間接供給 による低所.得者層 向け住宅助成 の拡充 は,ジ ョ
ンソン政権末期 に成立 した1968年住 宅 ・都 市開発 法(HousingandUrbanDe・
ve且opmentActof1968,以下1968年法 と略す)に おいて頂 点に達す る。そ して,
同法 とその政策内容 に大 きな影響 を与えたのが,1967年に設立 された大統領都
市住 宅委員 会(President'sCommitteeonUrbanHousing,通称 カイザー委 員
会)で あ る。
カイザー委員会 の性格 は,「スラム化 した都市 の再生 に,い か に して民間産
業の資源 と能力 を振 り向ける ことがで きるか」面 とい う設立 目的に端 的に示さ
れている。実際.同 委員会の委員は,カ イザー ・イ ンダス トリー ズ社の会長で
ある カイザ.一議長 をは じめ,ボ イス ・カスケー ド社 の会長,USジ プサム社の
＼Pynoos,RobertSchafer,ChesterW.Hrrtman,UpdatedSecondFdidnn,AldinePubli5hh[g
Company,1980,P.33,P.38..
15)こ の 進 出 動 機 につ い て,.水出 喜一・郎 は以 トの4点 に整 理 して い る。 ① 自社 製 品 の 市 場確 保,販
売 促 進,② 経 営 多 角 化 戦 略 の 一 環,③ 宅 地 開発,ニ ェー タ ウ ン開 発 に よ る 自社保 有 地 の 有効 利 用,
④ ア ポri後.ベ トナ ム 後 の 軍 需 宇 宙 開.発市 場 の縮 小 に対 応 した,宇 宙 開 発 及 び 国 防 産 業 で 開発 し
た シ ステ ム.ズ・ア プロ ー チ 技術 の住 宅 都市 産 業 へ の 適 用(水 田 喜 一 郎 「住 宅 産剰 日本経 済新 聞





社 名 主要業種 進出状況
GE 電 機 1965②,196呂①
ウ エ ス チ ングハ ウ ス 電 機 1967③,1968①
ロ ッ キ ー ド 航 空 宇 宙 ①
エ ア ロ ジ ェ ッ ト 航 空 機 ①
フ 才 一 ド 自 動 車 1969③
ク ラ イ ス ラー 自 動 車 .ユ967③
グ ッ ド イ ヤ ー ・ タ イ ヤ タ イ ヤ ②③
OSス チー ル 鉄 鋼 1968①,1969③
ベ ス レ ヘ ム ・ス チ ー ル 鉄 鋼 1970①
アル コ ア ア ル ミ 1965②,①
レ イ ノ ル ズ ・メ タ ル ア ル ミ 1965②,①
ボ イ ス ・カ ス ケ ー ド 合 板 1964①,1967③
イ ン ター ナ シ ョナ ル ・ペ ー パ ー
ナ シ ョナ ル ・ジ プサ ム
USプ ラ.イウ ッ ド ・チ ャ ン ピ オ ン.
カ イ ザ ー ・イ ン ダ ス トリー ズ
ガ ル フ石 油
.ハ ン ブ ル石 油
オ ク シデ ン タ ル石油
サ ンセ ッ ト ・イ ン ター ナ シ ョナ ル石 油
ス タ ン ダー ド石油 カ リフ ォル ニ ア
マ ッ ク ロ ッ ク石油
シ グナ ル
ペ ン ・セ ン トラ ル
イ リ ノイ ・セ ン トラ ル
ユ ニ オ ン ・パ シ フ ィ ック
.ノー フ ォー ク ・ウ ェ ス タ ン
オ ー リ ン ・マ シー ン.ン
11"1'
ガ ル フ ・ア ン ド ・ウ ェス タ ン
オ グデ ン
エ トナ 保 陵
CNAフ ィナ ン シ ャル
プル ー デ ン シ ャル保 険
ハ ンコ ック





























































































注:進 出状 況 の 数 字 は,進 出 年 次 と進 出 部 門(① 住 宅 生 産,② 都 市 開 発,③ 土 地 開発)を 表
す 。
出 所;石ill博 友 『巨 大 シ ス テ ム 産 業」 中 央 公 論 社,1970年,130-131ペー ジ,水 田 喜 一 郎
『住 宅 産 業 」 日本 経 済 新 聞 社.1970年,132-133ペー ジ,Le〔LGrebleろ加7望&α 館
H。諭"8朗 ゴR耀'島'α'6π川 名PracgerPublishers,1973,vv,14-15等に よ り作 成..
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会長 な ど,.さきの第2表 に登場 した企業 の代表の ほか,ベ クテ ル ・コーポ レー
シ ョンの会 長,NAHBの 会長 などによって構 成されて お り,住 宅産業関連業
界 の利害 をそれぞれ代 表 していた。 カイザー委員会の最終報告書 では,貧 困層
の住宅問題発生の原因は,安 価 で良質な住宅.ストックの不.足にある とされ,民
間部 門による効率的な住宅 生産 を妨 げる制度的要因の除去 と,連 邦 政府 による
補助の拡大の必要 とが勧告 された。
これ らの勧告 の うち,1968年法 の基調 とな ったのが,10年間で2,600万戸 の
住宅 を建設す るとい う住宅建設 目標 の設定であ る。 この 目標 は カイザー委員会
か らの委託 に よって,ゼ ネ ラル ・エ レク トリック社 の シ ンク タンクで あ る
TEMPO(TechnicalManagementPlanningOperation)が作 成 した住 宅 需要
予測 に基づいていた1㌔
2,600万戸(TEMPOの 原 数字 は2,670万戸)と い う数字 は,当 時 の着 工件
数の水準か ら見 て過大 な もので あったが,そ の中には,ベ ビーブーマー世帯 の
.新規需要(ユ,800万戸)の ほか に,標 準以下 ⑱住宅の建て替之需要(870万戸)
が.含まれ てい た。1968年法 の策定 に.あたっては,「すべての アメ リカの家 族 に
対す る快 適な住宅 と適切 な居住環境の実現」 とい う住宅 目標が絶 えず意識 され
てお り,し たがって住宅需要 も,所 得水準 に関係 な く,す べ ての世帯が標 準的
な住 宅を確保 することが前提 とされていた。...
・方でTEMPOは ,ア.メリカの平均的世帯 が標 準的な住宅 を購入す る際 に
充てている年 間所得割合 を20%と推 定 し,所 得 の20%未満で標準住宅 を購 入で
きる世帯 を有効需 要世帯(effectivedemandhousehold),20%以上必 要な世帯
を非有効需 要世帯(non-effectivedemandhouseh⑪ld)と規定 し,連 邦政府 の
補助 によって,低 ・中所得世帯の うちの非有効需要世帯 を有効需要世帯 に転 じ
るこ とが可能であ るとした。.ここには,低 所得者層向 け住宅 を需要拡大 の好機




実際,1968年法 における住宅建設 目標 の最 大の特徴 は,住 宅供給の方法 とし
て新築 に重点が置かれた点であ る.最 終 的には,2,600万戸 の うち600万戸が補
助 金付 きの低 ・中所得 世帯 向 け住宅 とされたが,そ の うち中古住宅の修復 によ
る もの は100万戸 にす ぎず,残 りの2,5⑪0万戸 はすべて新築で充当する ものとさ
れ た。 これ は全体 として,毎 年平均250万戸 の新規 住宅需要が 発生 す ることを
意.床していた岡。
なお,住 宅建設 目標の実現に向けて,1968年法で は間接供給型の新たな連邦
補助 プログラムが創設された。さきの第1表 にも示 した ように,低 ・中所得世
帯 を対象 とした持家 事業 としてのセ クション235と,賃貸住宅事 業 としての セ
クシ ョン236がそれで.ある。 これ らは利子 補給 プログラム と呼ば れ,住 宅購 入
考及び借家 人のモーゲージ負担 を,金 利1%分 にまで引 き下げ(た だ し,セ ク
シ ョン235では所得 の最低20%,セ クシ ョン236では所得の25%を負担 しなけれ
ばな らない),通 常 の元利償還額 との差額 を連邦政府が負担 する とい う もので




1968年法 による新た な連邦補助 プログラムの創設 は,低 所得者層向 け住宅事
業 への住宅産業 の進出を促進 した,第3表 は,こ れ まで に述べた補助 プロダラー
18)この点について,住 宅都市 開発省が1973年に出 した報 告書である 「70年代の住宅」 は,次 のよ
うに述 べている。「1968年の住 宅目標 という法律上 の用語 は生産に対する強調 を表 レていた.『す
べてのアメ リカの家族 に対す る適切な住宅 と居住環境』 という表現は,何 年 もの聞,生 産目.的と
の関連で使用 されて きた言葉であ り,言外 に住宅生産 を意味 していた。1949年住 宅法 における全
国住宅政策の宣言の文脈における目標 の置 き方 も生産に対す る強調を支持 する もので あ り,同 宣言
は,「生産』,『住宅産業』,『最大雇用の経済」,『住宅生産」,『毎年 の高 水準の住宅生産に よる
住宅産業の強化」 などの言葉が溢れていた。それに対 し,保 全,中古住宅 の供給 また は修復につ
いては何 ら触れ られていなか った」。HUD,Ho照加g加 漉r58加,鹿衡,1973,p.1-27,(日本住宅公




























































連邦補助住宅計測 1.6 1.9 3.8 9.7 13.732.830.820:110.0
全民間住宅着工戸数B} 147.3116.5129.2150.8146.7143.4205.235.7204.5
補助住宅の比(A/R.) 1.1 1.7 2.9 6.4 9.4 22.815.0 8.5 4.9
出 所:補 助 住 宅 は,U.S.Congress,HearingbeforetheJointEconomicCommittee,α岬 初'
F'onomirSituation.andOutfkokfn,MeHousingIndwtry,94thCongresslstSes・
sion,民間 住 宅 着 工 戸 数 は,U.S.BureauoftheCensus,し 勧 ∫`剛``加R吻r`&
原 資 料:DMsi【 川`,fRese己rcl】andS[811621,5,HousingPrudu,=tionandMortgageCredit.
FHA,U.S.Departnle[lt.ofHousingandUrbanDevelopment,"HUD-Subslzεd
Housi㎎Production,"seriesRR=3DOS,よりNAHB経 済 都 が 集 計 ワ
ムによる住宅着工戸数 の推 移を示 した表であ る。1968年か ら70年にか けて連邦
補助住宅の着工戸 数が急増 し,1970年には全民間住 宅着工戸数 の22.8%にまで
達 したこ とがわか る。なかで もユ968年法 に よって設 けられた セ クション235と
236の伸 びは著 しく,1970年には,両 者だ けで補助 プログ ラムの67%を占め る
に至 ってい る。
もっとも,こ の ような補助住 宅の割合の上昇 には.こ の時期 の金融市場 の動
向,す なわ ち,.1969年か ら70年にか けて の市場金利 の高騰 ζ,そ れ による貯蓄
貸付 組合(S&L)な ど住宅 金融機 関か らの預金 流出 およ.びモーゲージ金利の
高騰が影響 していた、通常 であれば,市 場金利の高騰 は住宅 需要 の減少 を もた
らすが,セ クシ ョン235や236の利子補給 プログラムの場 合,モ ーゲージの借 り
予は1%の 元利償還額 を負 担す るだけで,.残りは政府の助成 を受 け うるため,
金利上昇 の影響 は小 さい。 このため,住 宅建設業者 による需 要が両 プログ ラム
に集 中 し,一 時的 に連邦補助住宅 の比重 を増大 させたのであ る。
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このよ うに一時的であ った とはいえ,信 用逼迫期 にも関わ らず住宅需要が伸
び続 けた ことが,住 宅建 設部 門における投資 を促進 し,ユ971年か ら72年にか け
ての未曾有の住 宅ブームを招 来 した。 さきの第3表 にも示 したよ うに,民 間住
宅着工戸数は1971年には200万戸 を超 え,1972年には236万戸 とい う戦後最大の
規模 に達 した。 このブームの 中心 とな ったのが,賃 貸住宅や コ ン ドミニアムな
どの集合住宅で,1966年か ら72年にか けて,一 戸建 て住宅の着工戸数が,77万
9,000戸か ら130万9,000戸へ と,68%の増加 をみ たのに対 し,5戸 以上 の集合
住 宅は,32万5,000戸か ら90万6,000戸へ と,実 に179%の増加 を示 しだ'}。連
邦補助の賃貸住 宅需 要が,こ のよ うな集合住 宅の増加 に相 当程度寄与 していた
ことは明 らかであろ うg
さ らに,集 合住宅 の増加 には,1969年に導 入された税制上の優遇措置 も大 き
く影響 してい た。1969年税 制改 正法(TheTaxReformActof1969)は,賃
貸住宅 に対す る加 速償却制度 を導入す る とともに,.低・中所得 世帯向け賃貸住
宅 に対す る特 別な加速償却 を認 め,さ らに非住宅不動産よ りも住宅 の,中 古不
動産 よ りも新築不動産 の償却 を早め る措置を盛 り込んだ。 これ は節税効果 を狙
う投資家 たちによる賃黛住宅への投資を促 進 し,住 宅建設業者 の多 くは,そ れ
と.のパー トナーシ ップを形成す ることによって,積 極 的に事業 に参加 してい っ
た。
しか しなが ら,こ の よ うな投 資 の拡 大 は,次 第 に賃貸住 宅の過剰 を招 い て
い った。1970年か ら73年にか けて,賃 貸住宅 の空室率 は,全 国平均で5.3%か
ら5.8%へ上昇 し,1974年には6.2%にのぼ っだ 。〕。 同時 に,イ ンフ レの進行 に
よって建築資材 費や労賃が上昇 し,地 価 の上昇 と相 まって住宅価 格 は高騰 して
いった。1973年に入 ると,住 宅 ブー ムに次第 に陰 りが見 えるようにな った。
19)U・S.SumacoftheCensus,Goη 舘曜 ど如躍R@o鷹H∂ 榔fπ95齪r`翫
20/HUM野 ∫故'醜 ∫`認Yεσ 帥g々 の「197スp .365.
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2住 宅政策の再編
1972年に頂点 に達 した住宅 ブー ムは,ユ973年か ら74年にか けて,急 速 に終焉
に向か った。それまで の過剰建築 に加 えて,1973年秋か らの オイルシ ョックに
よって加速された物価上昇,さ らに金利の上昇 によ る資金調達難 などがその主
た る原因であ った。
もっと も,い ま一つの無視で きない要因 として指摘す べ きは,1973年3∫1の,
ニ クソ ン政権 によるす べての連邦補 助事業 の中断.(moratりrium)であ る。 こ
れ は,新 規の補助事業の認可を一時中断 し,既 存の補助事業 の効 率性 や公正 さ
な どについ て再検討 を加え るとい うもので.,事実上 この措置 によって多 くの補
助事業が廃止 に追い込 まれ ることにな った。
中断措置 の背景 となった補助事業の.問題 点 としては,主 と して以..ドの点が指
摘 されてい る。第一 は,事 業 コス トの増大である。連邦政府 の補助金や税制優
遇措置の金 額は,当 該事業の コス トに比例するため,民 間開発業者 の問で補助
金 を最大化 す るために建設 コス トを上積み しょうとする傾 向が生 じた。第二 は,
債務不履行や抵 当流 れの増大であ る。連邦政府保証によ って保護 され ていると
い う事実 は,い わゆるモ ラルハザ ー ドを発生させ,リ スクの大 きい事業 を増加
させ ると ともに,開 発業者や投資家 に容易 に債務不履行を発生させる ことにつ
なが った。第三 は,不 公正 な事業 の増大であ る.。第一の要因か ら,事 業規模が
より高額 にな り,補 助金の受給対象者 も補助の必要性の比較的薄い中所得者層
に偏 る傾 向が生 じた。第四 に,投 資家 に とって の補助事業の魅力は賃貸料 収入
よりもむ しろ節税効果 にあ ったため,物 件 の維持 ・管理 にはほ と々 ど関心が払
われず,建 物 の荒廃が進 んだ。 これ らの問題点 はいずれ も,民 間部門の利潤動
機 と社会政策的狙 いを持 った補助 プログラムとのギ ャ ップを埋め る役割を,連
邦政府が適切 に果た し得 なかったこ とによるもので あ っだn。




中断措置 に対 しては、NAHBを は じめ,抵 当銀行協会(Mortgag.Banker,
Association),AFL-CIOなどの諸団体がい っせ いに反対 した。 しか しなが ら,
政 治的力 関係 を転換 す るまで に は至 らず,連 邦補助 プログ ラムは,1974年住
宅 ・コ.ミュ ニ テ ィ開 発 法(HousingandCommunityDevelopment.Actof
1974)によって大幅に再編 されることになった。
新法によ って,低 所得者層 向け住宅 プログラムは,一 部 を除いてセクシ ョン
8.ζ呼 ばれ る家賃補助事業 に一本化された、セ クション8で は,そ れ までの新
築 に偏重 した事業のあ り方が批判 され,新 築 に加 えて中古住宅 とその修復が補
助 の対象 となるな ど,.明確 な路線転換が打 ち出 された。 これは,都 市 ・住宅問
題の原 因は,も はや住宅 の絶対的 な不足 で はな く,む しろ既設住宅への 入居費
用 と所得 とのギ ャップにあ り,.したが って政府 の役割 は,、住宅の供給の増加で
はな く,そ のギ ャップを埋 め ることに.ある とい う,政 策指針の大幅転換 を背景
としていた謝。
連邦補助 プログラムの中断 と再編 は,住 宅 ブームの終焉 を決 定づ けることに
な り,そ の結果,.1968年法 による住宅建設 目標 も,.結局 は未達成 に終わ った。
第1図 に示 され るよ うに,連 邦政府補助の ない2,000万戸 の 目標 につ いては,
.ブーム期の過剰建築 と,70年代後半 における住宅投資の回復 に よって9割 以上
の達成率 とな った ものの,補 助 の必要 な低所得者層向 けの600万戸 については,
目標 の50%にも満た ない270万戸 の実績 に とどま った鋤。 この こ とは,ど れだ
け政府 の補助金 を手厚 くしても,最 終的な住 宅の供給量 は民間部門の動向 に委
ねられているとい うこと,し たが って住宅市場 自体が停 滞すれば,補 助金付 き
住宅 の供給量 も減少せざるをえない とい う,間 接供給方式 の根本 的な限界 を示
してい るといえよ う。
22)こ の よ うな イ デ 担 ギ ー の 転 換 に つ ㌧・『⊂は,G・・㎎・ρ・k…a・d)。。re,.Danni。11,"H。　 i,壌・
in嗣 卿 ・4R… 融'・ 號 配3・翻 ㈲ ・4鵬 ん 距《・・鰭 エ知 国.byGe。rge(}。卍。,。.凸,
UrbaninstitutePress,1996.(下河 辺 淳 監 修,東 京 海..ヒ研 究所 編 訳 『都 市 問 題 の政 策 科 学一.ア




「偉大 な社 会1期 アメリカの住宅政策






















冶.一 一一癖 一F『述'… 冒▲''"哨 一"一 ・」一"一 噛
→
19691970王97ユ1972197319741975197619771978
一一 ゆ … 非補 助仕 宅 目標 一 一〇一一 非 補助 住 宅実 績
一一一★ 一一」補助 住宅 目標 一一+一 補 助住 宅 実績
注:建 設 目標 は・ ∫8`螺 加 副Reporton伽NationalHawingCoallLより
改 訂 され た 屯の 。
1978年の数 字 は推 計 値 。
出所=HUD,StatisticalYearbookof1977より作 成 。
お わ.り に
これ までの考察 によ って明 らか になった ことをいま一度要約す る と,以 下 の
とお りであ る。
第一に,ジ ョンソン政権期 において低所得者層向け住 宅助成 の拡充 を可能 に
した条件 は,民 活型 の間接供給方式の導入 と,そ れを ビジネスチ ャンスと受 け
止 めた住宅 産業及 び ビッグ ビジネスの存:在であった。言 い換 えれば,.低所得者
層 向け住宅助成 の大幅 な拡充 は,そ れを経 済政策 として,す なわ ちこれ らの企
業 に対す る市場創出政策 と して位置づける ことによっては じめて可能であ った
とい うこ とがで きる。その意味では,経 済政策 的な目的 の優 位 とい うアメリカ
の住宅政策 の基本的な性格は,ジ ョンソン政権期 にも一貫 していた といえよ う。
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しか し第二に,民 間部 門の利潤動機 と補助 プログラムの社会政 策的性格 とは,
本来両立 しない ものであ り,そ の限界 は,連 邦政府 によ る補助金支出 の限.界と,
民 間市場 の停滞 に よる絶対 的な住宅供給量 の制 限 とい う形で現 出す る ことに
な った。結 果 として,そ れ は連邦補助 による住 宅供給 それ自体 を否定す る保守
派の論調に根拠 を与 えることにな り,7⑪年代 中葉以後,社 会政策的 な側面 は住
宅政策におい七再 び後景 に追いや られ ることになるので ある。
